資本構成と競争優位 by 青木 俊介





















































































































































タから 1974 年後期データまでの 21 半年データ期間と，1975 年から 1997 年
までの 23 年次データである。これは，1975 年から，有価証券報告書の報告
義務が年 2 回から 1 回に変更になったためである。
まず，各企業の有価証券報告書の有形固定資産等明細表より，第三章の定
義に従って，資本データを機械設備系（K1），建物・構築物系（K2），土地（K3）
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表１　新日本製鉄の資本関連データ
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表２　川崎製鉄の資本関連データ
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表３　日本鋼管の資本関連データ
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表４　住友金属工業の資本関連データ
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表５　神戸製鋼所の資本関連データ
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資本構成比率は時間推移に大きな変動も見られず安定的に推移しており，平
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表６　建物装備率格差指数及び土地装備率格差指数
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表７　ICA競争優位格差指標（対新日本製鉄）























図 1，2，3，4 がそれである。四つのグラフとも，ICA 競争格差指標，建
物装備率格差指標，土地装備率格差指標の三つの指標が時間軸の上に表示さ
れている。図 1 が，新日本製鉄に対する川崎製鉄の三つの格差指標の時間推
移であり，図 2 が同じく日本鋼管，図 3 が住友金属工業，図 4 が神戸製鋼所
のそれを図示している。まず各グラフを見て気づくのは，平均の値で見たの
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